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令和８年２月７日、令和7年度鹿児島県原子力防災訓練を実施しました。
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災害対策本部/オフサイトセンターの設置・運営 原子力災害医療措置訓練

引き渡せなかった園児の避難、引き渡し 在宅要支援者搬送

　令和８年2月7日（土）、国、鹿児島県および関係市町の主催による、鹿児島県原子力防災訓練を実施しま
した。県、市町、関係機関をはじめ、多くの市民の皆さまにご参加いただき、約220機関、約4,000人規模で
の訓練となりました。訓練は、地震発生による川内原子力発電所の事故を想定して行い、関係機関との連携
を確認しながら、事故が進展し放射性物質が放出されたときの対応などについて、訓練を行いました。

薩摩半島西方沖を震源とする最大震度７の地震が発生（薩摩川内市では
震度６強を観測。）
地震により、運転中の川内原子力発電所１,２号機の原子炉が自動停止する
とともに、外部電源が喪失。2号機は1次冷却材系統からの漏えいが発生。

2号機の1次冷却材系統からの漏えい量が増加し、非常用炉心冷却装置が
作動するものの、一部装置の故障により、施設敷地緊急事態となる。

非常用電源設備が故障し全交流動力電源が喪失することにより、非常用
炉心冷却装置による全ての注水が不能となるため全面緊急事態となる。

一部地域（斧渕地区・南瀬地区）の空間放射線量が20μSv/hを超える値を検出。

訓練の想定と主な流れ

地震発生
（警戒事態）

施設敷地緊急事態

全面緊急事態

放射性物質放出
炉心損傷・放射性物質の放出後、24時間経過し、一部地域の空間放射線量
が上昇した場合を想定して、時間をスキップ。

空間放射線量上昇 UPZ内住民のバス避難 避難退域時検査

PAZ内住民のバス避難 住民への広報活動

令和7年度
鹿児島県原子力防災訓練を実施しました
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※1　オフサイトセンター：原子力災害が発生した場合、緊急事態応急対策や原子力災害事故対策の拠点となる施設
※2　避難退域時検査場所：避難や一時移転される方の汚染状況を確認することを目的として設置される検査場所

能登半島地震等を踏まえた対応
　また、今回は、昨年度実施した国主導の原子力総合防災訓練に引き続き、令和6年1月に発生した能登半
島地震を踏まえ、火災・断水・通信障害・孤立地区の発生等を想定した訓練や、地震被害により事前に計画し
ていた避難先へ避難できない事態を想定した代替避難先への避難についての訓練などを拡充して実施し
たほか、昨年度の訓練の振り返りを踏まえて、避難先での園児の引き渡しや、避難先での生活を意識した炊
き出しやトイレカー・水循環型シャワー等の設置の訓練を実施しました。 市としては、訓練で明らかとなっ
た課題などを踏まえて、更なる原子力災害対策を図ってまいります。

避難所設営訓練

避難生活における
良好な生活環境の
確保に向けた避難
所設営訓練を実施
しました。

断水地域での給水車による応急給水訓練 通信障害時における移動基地局等の設置訓練

屋内退避を実施して
いる地域で断水が発
生する場合を想定し、
給水車を派遣しての
応急給水訓練を実施
しました。

通信障害が発生した
場合を想定し、電気
通信事業者による移
動基地局車、防災行
政無線の移動式屋外
拡声局等の設置訓練
を実施しました。

ヘリによる住民避難 代替避難先への住民避難

道路損壊等により避
難道路が使用できな
い事態を想定し、ヘ
リによる住民避難を
実施しました。

地震被害により避難
計画上の避難先に避
難できない事態を想
定し、代替避難先へ
住民避難を行う訓練
を実施しました。

孤立地区発生を想定した道路啓開訓練 孤立地区へのヘリによる物資供給訓練

道路損壊等により避
難道路が使用できな
い事態を想定した、
陸上自衛隊による道
路啓開訓練を実施し
ました。

孤立地区が発生す
ることを想定し、ヘ
リによる物資供給訓
練を実施しました。
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●空間放射線量測定地点（42局）

＊シンチ：シンチレーション検出器、電離箱：電離箱検出器
＊第四測定局は、令和5年度より電子式線量計による線量率連続測定に移行しております。

測定局・主体 設備（局数） シンチ 電離箱

第一測定局 県 ● モニタリングポスト（6） ○ ○
■ モニタリングステーション（1） ○ ○

第二測定局 県 ● モニタリングポスト（15） ○
第三測定局 県 ● モニタリングポスト（14） ○

九州電力 ● モニタリングポスト（4） ○
■ モニタリングステーション（2） ○

薩摩川内市
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【調査結果】◆7月～9月（月平均値）
・シンチレーション検出器（13地点）
　県第一測定局および九電測定局計13地点の結果
は、これまでの範囲内でした。

・電離箱検出器　（36地点）
　県第一および第二測定局計22地点の結果は、これ
までと同程度のレベルでした。また、平成25年度か
ら測定を開始した県の第三測定局14地点の結果につ
いても、先の22地点と同程度のレベルでした。

1. 空間線量率

川内原子力発電所周辺
環境放射線調査結果
川内原子力発電所周辺
環境放射線調査結果

令和７年

7月～9月
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単位：ナノグレイ／時

22地点（県第一及び第二測定局）

14地点（県第三測定局）

モニタリングポスト・ステーション
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13地点 （県第一測定局及び九電測定局）

＊１mGy（ミリグレイ）＝1,000μGy（マイクログレイ）＝1,000,000nGy（ナノグレイ）

モニタリングポスト・ステーション

単位：ナノグレイ／時

4545

●空間放射線量率
　川内原子力発電所を中心に設置してあるモニタリングポストおよびモニタリン
グステーション42局で、空気中および大気中のガンマ線の線量率（1時間当たり
の放射線量）を連続測定しています。測定は、低線量率を測定するシンチレー
ション検出器と、高線量まで測定できる電離箱検出器によって行っています。
　測定値のほとんどは、自然界の放射線によるものです。

3719
過去の測定値範囲 今回の測定値範囲

過去の測定値範囲 今回の測定値範囲

91

放射線は直接、人間の五感で感じることができないため
発光現象や電離現象などを利用して検出します。
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●調査結果：「空間放射線量および環境試料の放射能とも、これまでの調査結果と比較して同程度の
　レベルであり、異常は認められていない。」という結果でした。
＊評価基準：空間放射線量および環境試料の放射能については「過去の測定値範囲」との比較で行います。

【補足説明】
　今回は、海洋試料8試料、陸上試料30試料の
計38試料を調査しました。
　また、環境試料の放射能分析では、人工の放
射性物質であり環境における蓄積や被ばくの観
点から重要と考えられるセシウム-137、コバル
ト-60、ストロンチウム-90、ヨウ素-131につ
いて測定しています。

　セシウム-137、ストロンチウム-90が一部の
試料で検出されましたが、これまでの調査結
果と同程度のレベルであり、異常は認められ
ませんでした。

【用語説明】　＊鹿児島県「川内原子力発電所周辺環境放射線調査結果報告書」などより
●セシウムー137（Cs）・・ウランなどの核分裂で生成する半減期約30年、ベータ線とガンマ線を出す放射性物質です。地上に
　　　　　　　　　　　　　あるほとんどは過去の原水爆実験で発生したものです。
●コバルトー60（Co）・・・原子炉の中で安定元素であるコバルトー59に放射線の一種である中性子が吸収されて生成する半減
　　　　　　　　　　　　　期約5年、ベータ線とガンマ線を出す放射性物質です。
●ストロンチウムー90（Sr）・・ウランなどの核分裂で生成する半減期約29年、ベータ線を出す放射性物質です。地上にあるほとん
　　　　　　　　　　　　　どは過去の原水爆実験で発生したものです。
●ヨウ素ー131（Ｉ）・・・・ウランなどの核分裂で生成する半減期約8日、ベータ線とガンマ線を出す放射性物質です。
●グレイ（Gｙ）・・・・・・・放射線が物質に当たるとき、その物質に吸収された放射線量を測るものさしが「グレイ」です。
●ベクレル（Bq）・・・・・・1秒間に1個の原子核が崩壊して放射線を出す物質の放射能の強度または放射性物質の量を1ベクレ
　　　　　　　　　　　　　ルといいます。
●シーベルト（Sv）・・・・・放射線によって人体が受ける影響の大きさを表す単位です。
　　　　　　　　　　　　　※日本で普通に生活していると、自然から年間2.1mSvを受けていると言われています。

環境放射線監視情報携帯電話用  http://www.env.pref.kagoshima.jp/houshasen/i/data_top.cgi

携帯電話用
二次元
バーコード

環境放射線監視情報ホームページ　 http://www.env.pref.kagoshima.jp/houshasen/
空間放射線量の測定データは、リアルタイムでパソコンや携帯電話から閲覧可能となっています。

　この調査は、鹿児島県と九州電力㈱が、川内原子力発電所周辺地域の住民の安全確保及び環境の保全を図るため、
川内原子力発電所周辺環境における空間放射線量の測定及び環境試料の放射能分析を実施し、その周辺地域の住民
及び環境への影響を評価しているものです。調査結果は、学識経験者で構成される「鹿児島県環境放射線モニタリン
グ技術委員会」の指導・助言を得て検討・評価を行い、３カ月ごとに公表されています。

●環境試料の放射能　
　海水、牛乳などに含まれているベータ線やガ
ンマ線を放出する放射性物質の濃度を測定して
います。

【調査結果】◆7月～9月

●空間積算線量（91日換算）
　空気中及び大地からのガンマ線が、3カ月間に
　どのくらいあるかを測定しています。
　＊測定施設：モニタリングポイント
【調査結果】◆7月～9月
　今回の範囲：「0.09～0.15」ミリグレイ
　過去の範囲：「0.09～0.17」ミリグレイ
【補足説明】　48地点で調査しています。

単位：ミリグレイ

0.10

0.17

0.20

48地点

モニタリングポイント

過去の測定値範囲 今回の測定値範囲

2. 空間積算線量

3. 電子式線量計による線量率連続測定

0.090.09

＊上図は48地点全ての積算線量範囲です。
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調査結果（一部）

＊今回の測定値の欄の「ー」は調査計画により、今回は未実施

　＊電子式線量計は、原子力災害時の防護措置の判断に活用することを目的とした測定器であり、0.2μSv/h（マイクロシーベルト／時）未満の測定値については、精度保証外の
　　ためこのように表記しています。 

＊1Bｑ（ベクレル）=1000ｍBｑ　＊ND：検出限界値以下
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4. 環境試料の放射能

●線量率 
　電子線量計測定64地点において、緊急時モニタリングへの移行に迅速に対応するため、平常時から電子式線量計による
　線量率連続測定を行うこととして、測定しています。 

　線量率範囲：　0.2マイクロシーベルト／時　未満　 
【調査結果】◆7月～9月
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市内７幼稚園の管理（幼稚園教諭等の配置）
事　業　費
交付金充当額

１１２，０７５千円
　８７，６８５千円

学校教育施設等管理運営事業
（幼稚園）

市内３4小中学校・義務教育学校の管理
（学校主事等の配置）

事　業　費
交付金充当額

１２０，７２６千円
１０４，３１９千円

学校教育施設等管理運営事業
（小・中学校等）

市内７カ所の消防署等の管理
（消防吏員等の配置）

事　業　費
交付金充当額

７８４，１００千円
６６１，０８６千円

消防施設管理運営事業

総合運動公園内施設の維持管理運営

事　業　費
交付金充当額

５９，８５６千円
２４，０００千円

造成設計業務

事　業　費
交付金充当額

６，４７９千円
４，５５０千円

長浜地区コミュニティセンター
整備事業

　電源立地地域対策交付金は、発電用施設の立地地域・周辺地域における公共用施設整備、住民の利便
性の向上、産業の振興に寄与する事業などに対して交付金を交付することで、地域住民の福祉の向上を
図り、発電用施設の設置や運転の円滑化に資することを目的としています。
　本市における令和６年度の電源立地地域対策交付金事業は、総事業費約２０.４億円、交付金額約１６.２
億円であり、事業の概要は以下のとおりとなっています。

はしご消防自動車（１台）のオーバーホール

事　業　費
交付金充当額

４８，５７４千円
３６，３５０千円

はしご消防自動車
オーバーホール事業

令和６年度電源立地地域
対策交付金による事業の紹介

保健センターの管理（保健師等の配置）

事　業　費
交付金充当額

１５７，３２４千円
１０６，０７０千円

市内４８地区コミュニティ協議会の
活動支援（コミュニティ主事の配置）

事　業　費
交付金充当額

８６，５０８千円
６３，９２８千円

地区コミュニティ協議会
活動支援事業

図書館の管理（図書館職員の配置）

事　業　費
交付金充当額

１７，４７３千円
１２，５８６千円

中央図書館施設管理運営事業

耐震補強工事（A2支承）

事　業　費
交付金充当額

２１，２５７千円
２０，０００千円

空調設備改修工事

事　業　費
交付金充当額

２１，２００千円
１５，７８５千円

実施設計業務

事　業　費
交付金充当額

３，９５６千円
２，８７０千円

平佐西かわまちづくり
河川空間整備事業

施設維持を目的とする補修基金の造成
事　業　費
交付金充当額

８８，０００千円
　８８，０００千円

総合運動公園施設
維持補修基金造成事業

施設整備を目的とする基金の造成

事　業　費
交付金充当額

２６０，０００千円
２６０，０００千円

上甑島診療所
整備基金造成事業

東屋設置、スクエアベンチ設置、雨樋工

事　業　費
交付金充当額

９，３２３千円
８，８００千円

園児、児童及び生徒の学校給食費の補助

事　業　費
交付金充当額

７９，７４３千円
４８，０００千円

小・中学生及び高校生の診療に対す
る医療費助成

事　業　費
交付金充当額

１２５，１０２千円
５２，０００千円

保健センター管理運営事業

川内河口大橋耐震補強事業

里生活支援ハウス改修事業

実施設計業務、地質調査業務

事　業　費
交付金充当額

３９，７９９千円
２８，１２５千円

上甑島診療所整備事業

公園施設整備事業

学校給食費補助事業

子ども医療費助成事業

総合運動公園指定管理委託事業
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　令和8年2月14日土曜日、山中伸介原子力規制委員
会委員長と、地元自治体（首長・議長など）及び九州
電力株式会社との意見交換が行われ、田中良二市長
が、川内原子力発電所の厳正な審査・監督指導等につ
いて以下のとおり要望しました。

　令和8年1月31日土曜日、川内原子力発電所公募型
見学会を開催しました。
　見学会には、子どもから高齢者まで10名の方が参
加し、川内原子力発電所展示館や発電所構内、発電所
の訓練センターを見学しました。
　展示館では、原子炉建屋の壁の構造や、実物大の
原子炉模型などについて説明を受けながら見学し、
その後、発電所構内をバスで一周しました。
　訓練センターには、発電所全体の運転操作を行う
中央制御室をモデルにした運転シミュレーターや、発
電所の機器と同様のモデルがあり、実際に発電所員
が運転や補修の訓練を行っていると説明を受けまし
た。
　本市では、こういった原子力発電所やエネルギー
施設の見学会を定期的に開催しており、この原子力
広報等で参加者を募集しております。
（⇒8ページもご確認ください。）

　「定期検査」とは、いわば「発電所の定期健康診断」です。設備や機器を安全な状態に保ち、トラブルを
未然に防止し安全・安定運転を行うことを目的に、おおむね１３か月に１回定期検査を実施しています。２号
機は、令和8年1月24日から定期検査が開始され、4月下旬までの実施を予定しております。

川内原子力発電所２号機の、第28回定期検査が実施されています。

原子力規制委員会委員長に対して、
田中市長が川内原子力発電所に係る
厳正な審査・監督指導等に関わる
要望を行いました

川内原子力発電所
「公募型」見学会を
開 催 し ま し た

定期検査の概要について（お知らせ）

【相 手 方】 山中 原子力規制委員長
　　　　　神田 原子力規制委員
【要望項目】
１．　川内原子力発電所の乾式貯蔵施設の設置に関す
　　 る原子炉設置変更許可申請については、組織理
　　 念に基づき、審査体制の一層の強化と厳正な審査
　　 に努めていただくとともに、高い独立性と透明性
　　 の下で対応していただきたい。
２．　川内原子力発電所について、引き続き厳正な審
　　 査を行うとともに、電気事業者に対する適切な監
　　 督・指導を徹底していただきたい。
３．  審査内容やその結果について、より分かりやすく、
　　 丁寧に市民へ説明していただきたい。

■定期検査を実施する設備
（１）原子炉本体
（２）核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
（３）原子炉冷却系統施設
（４）計測制御系統施設
（５）放射性廃棄物の廃棄施設
（６）放射線管理施設
（７）原子炉格納施設
（８）その他発電用原子炉の附属施設

■定期検査中に実施する主な工事
・燃料集合体のうち、一部を新燃料に取り替える。
・タービン動補助給水ポンプを取り替える。
・格納容器真空逃がし装置を取り替える。

原子力発電所の定期検査の目的

発電所の
安全・安定運転

機能の維持 信頼性の向上

●主要設備の運転性能や
　設定値などの確認
●分解点検や漏えい検査による
　設備の健全性の確認

●消耗品などの定期的な交換
●劣化に対する処置
●異常の早期発見と処理

●他の発電所で発生した事故・
　故障の類似箇所の点検・処置
●最新技術を導入した
　設備・機器への取替

健全性の確認

Topics
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川内原子力発電所の運転状況は、以下に示すとおりです。
＊九州電力（株）からの提供資料を基に作成しています。

●発電電力量（1・2号機合計）令和7年12月分

＊目標値内であり、適切に管理されています。

＊1本当たり200Lドラム缶相当 ＊貯蔵容量  約41,500本

●発電所の運転状況（1・2号機） ●低レベル放射性廃棄物（気体）1・2号機合計
令和7年4月1日～令和7年12月31日

●低レベル放射性廃棄物（固体）1・2号機合計
令和7年12月31日現在

●県内の発電電力量と消費電力量（令和7年12月分） ●使用済燃料の貯蔵状況（令和7年12月31日現在）

＊設備利用率：発電電力量÷（認可出力×暦日時間）×100
＊定格熱出力一定運転導入（平成 14年）により、設備利用率が100％を超えることがあります。
　この「定格熱出力一定運転」とは、原子炉から発生する熱量（原子炉熱出力）を国から認めら
　れた最大値付近で一定に保って運転する方法で、海水温度に応じて電気出力は変化します。

放　出　量
1.7×1015ベクレル
年間放出管理目標値（参考）

貯　蔵　量

28,407本
貯　蔵　率

68.5％

9.1億kWh
発電電力量の合計 設備利用率

68.6％

川内原子力発電所運転状況等川内原子力発電所運転状況等

（単位：億kWh）〔発電電力量内訳〕

水力 0.1火力 0.7
地熱・風力 0.4原子力 9.1

500 1,000 1,500 体

１号機
２号機

１号機
２号機

1,868体
1,356体

1,426体
使用済燃料

 貯蔵容量 　貯　　蔵　　量

1,074体
22体

再使用燃料

16体
1,448体
計

1,090体
77.5％

貯 蔵 率

80.4％

5 10 15 億kWh

発電電力量
消費電力量

（※発電電力量は九州電力グループの実績。四捨五入の関係上数値が合わない場合があります。）

２
号
機

１
号
機

出力89万キロワット　営業運転開始／昭和60年11月出力89万キロワット　営業運転開始／昭和60年11月

令和7年

　営業運転開始／昭和59年出力89万キロワット出力89万キロワット　営業運転開始／昭和59年7月

通常運転（令和6年12/25～）

＊基準値内であり、適切に管理されています。

●低レベル放射性廃棄物（液体）1・2号機合計（トリチウム）
令和7年4月1日～令和7年12月31日
放 出 量（トリチウム） 年間放出管理基準値（参考）
4.1×1013ベクレル

（41兆ベクレル） （110兆ベクレル）

（1700兆ベクレル）

1.1×1014ベクレル

7.3

　
市
で
は
、
原
子
力
発
電
お
よ
び
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
関
す
る
知
識
を
深
め
て
も
ら

う
こ
と
を
目
的
に
、
川
内
原
子
力
発
電
所
を
見
学
さ
れ
る
市
民
団
体
を
募
集
し

ま
す
。

　
私
た
ち
の
生
活
に
切
っ
て
も
切
れ
な
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
安
全
性
の
問
題
。
身
近

で
切
実
な
問
題
を
考
え
る
一つ
の
き
っ
か
け
と
し
て
、
ぜ
ひ
ご
応
募
く
だ
さ
い
。

＊
こ
の
事
業
は
、
国
か
ら
の
広
報
・
調
査
等
交
付
金
を
利
用
し
て
い
ま
す
。

【
募
集
期
間
】＝

　
令
和
８
年
４
月
１
日
〜

　
令
和
９
年
１
月
31
日

【
募
集
団
体
】＝

　
１
団
体
10
人
以
上 

40
人
以
内

　
＊
参
加
者
は
、
全
員
、
市
内
に
住

　
　
所
を
有
す
る
方
に
限
り
、
18
歳

　
　
未
満
は
保
護
者
同
伴
。

【
見
学
日
程
】＝

　
申
込
時
に
希
望
日
を
確
認
し
、
九

　
州
電
力
㈱
等
と
調
整
の
う
え
決
定

　
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

【
見
学
先
】＝

　
川
内
原
子
力
発
電
所
及
び

　
川
内
原
子
力
発
電
所
展
示
館

【
参
加
料
】＝
無
料

　
＊
各
自
で
集
合
場
所
に
集
ま
り
、

　
　
見
学
先
へ
は
、
貸
し
切
り
バ
ス

　
　
を
使
用
。

【
申
込
方
法
】＝

　
ペ
ー
ジ
下
部
の
原
子
力
安
全
室
ま

　
で
、
直
接
又
は
電
話
で
お
申
し
込

　
み
く
だ
さ
い
。

　
＊
申
込
受
付
は
月
曜
日
〜
金
曜
日

　
　（
祝
日
は
除
く
）

　
　
８
時
30
分
〜
17
時
15
分

【
当
日
必
要
な
も
の
】＝

大
　
人
：
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
、

　
　
　
　
運
転
免
許
証
、
パ
ス
ポ
ー
ト 

　
　
　
　
の
い
ず
れ
か

子
ど
も
：
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
、

　
　
　
　
資
格
確
認
証
の
ど
ち
ら
か

参
加
団
体
募
集

川
内
原
子
力
発
電
所「
団
体
」見
学
会

通常運転（令和6年9/25～） 定期検査（令和７年10/16～）

7月 8月 9月 10月 11月 12月

10.3

2.4×109ベクレル
（24億ベクレル）
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